医療危機を考える会『公的病院が赤字で何が悪い！？』
池川クリニック　池川明
公的病院改革はどこから出てきた話か？
01年坂口厚生労働大臣（小泉内閣）「社会保険病院の3割程度の統廃合を検討する」
『官から民へ』の大合唱が背景にある。すなわち
民業を圧迫する公的な病院の役割は終わったとの認識が蔓延。→厚生労働省が整理合理化計画を策定（一度政策が決まると社会の劇的な変化に対応できない例：諫早湾の干拓事業など：産科・小児科医療の崩壊などは気にしない）
もともと産科医療・小児科医療は採算性が悪い。効率よくという病院を目指せば、当然採算性の悪い科は排除する必要がある。お金にならない長期入院お断り。（公的病院の公的役割を放棄するということ）
０７年６月　自治体財政健全化法成立→　病院、下水道など地方公共事業の赤字が明らかになる
実質公債費比率など４つの「健全化指数」の公開を義務づけ基準を満たさないと
「早期健全化団体」さらに数値が悪いと「再生団体」となる。
再生団体になると国の監視下で徹底した人員整理、給与削減が迫られることになった。
従って、公的病院が抱える赤字は「政策的医療交付金」で補填していたが、それができなくなる。政策医療の具体的内容は表１参照
０７年12月24日
公立病院改革ガイドライン（総務省）計画性を持ったリストラによる財政の黒字化を企図
ポイントは３つ
1 経営効率化
2 再編・ネットワーク化
3 経営形態の見直し
公立病院改革の必要性
民間で採算性の悪い部門を引き受けろ
地域おいて真に必要な公立病院の持続可能な経営を目指し、経営を効率化
週刊東洋経済　2008/11/1　参照
自治体病院の経営危機
　医師（勤務医）の減少（大学からの引き上げ）
自治体病院、公立病院の優位性
　地位（ステータス）が高い。　身分保障（年金などを含めて）が確保されている。
　貴重な症例に遭遇する機会が多い。（中核病院としての機能があり患者が集中する）
　より多く勉強ができる。
自治体病院の負の面
病院で病院長（医師）には人事権も経営の自主性も任されていないところがほとんど。いろいろな権力を実際に持っているのは定期的にローテーションする事務方（責任をとらない体制）。指定管理制度、独立行政法人化も完全自由化にはなっておらず、規制が多すぎる。
民間病院の優位性
　経済的（給与の面）で比較的恵まれている。診療の裁量に比較的自由度が高い。小回りがきく。
民間病院の負の面
　赤字になるわけにはいかないので、不採算部門の切り捨てが行われる。
医師の気質の変化
　危険、過重労働は避ける。地位より「金」、「休暇」、「育児」
　非常勤の方がみかけ上収入が多い！？休みが取れる？
→　条件が悪ければ（勉強ができない、給与が安い、休みが取れないなど）条件のいいところに変わるのに躊躇はない（医局の管理が働かない）
表１　政策医療の内容
	病院数　１０１８施設
	11%

	病床数
	14%

	救急救命センター
	38%

	地域災害医療拠点
	45%

	へき地医療拠点
	72%

	地域がん診療連携拠点
	37%

	小児救急医療拠点
	41%


全国の病院にしめる自治体病院の役割
８割の自治体病院が累積赤字　総額１兆８７３６億円
表２　病床の診療報酬（全７０５，３７３病床）
	病床数
	割合(%)
	平均在院日数
	看護
配置
	看護師比率
	１４日　以内
	３０日以内
	３０日超
	後期高齢者90日超

	162,730
	23.1%
	１９日以内
	７対１
	70%以上
	1,983
	1,747
	1,555
	928

	355,004
	50.3%
	２１日以内
	１０対１
	70%以上
	1,728
	1,492
	1,300
	928

	80,192
	11.4%
	２４日以内
	１３対１
	70%以上
	1,520
	1,284
	1,092
	928

	97,423
	13.8%
	６０日以内
	１５対１
	70%以上
	1,394
	1,158
	966
	928

	
	
	
	
	40%以上
	1,382
	1,146
	954
	928

	10,024
	1.4%
	なし
	１５対１未満
	40%未満
	875
	730
	575
	790


条件をクリアしなければ収入が減る。
看護師を確保できなければ収入源　→　看護師募集しても集まらない
入院日数が長いと収入が減る　→　患者追い出し
長期入院の高齢者は受け入れられない　→　療養型への転換？（地域から病院が消える）
赤字体質の公立病院の共通点
1） 長年の赤字体質
2） 大学医師の引き揚げ
3） 行政対応のまずさ、責任の欠如（医療の素人に医療がマネージメントできるか？）
民間病院の問題点
看護師が集まらない（０６年からの３．１４％医療費削減政策の目玉　７対１看護導入）
→　看護師の配置を手厚くした場合に限って点数を高く設定
→　看護師の獲得に走る
→　集まらない病院は閉鎖へ
民間病院は比較的軽傷の患者、公立病院は比較的高度の医療を要する患者の棲み分けが崩れる。
→　民間病院が閉鎖することにより公立病院へ患者の集中
→　労働環境の悪化
→　条件のいい病院へ医師のシフト
→　公立病院の縮小、閉鎖
公立病院のもう一つの側面
お金がない人、民間病院では医療費が嵩み、利益が出ない患者を引き受けていた
独立行政法人化して採算性を民間病院並みに求めるとすると、患者を対費用効果で選別することになる。結局は公立病院に採算性を過度に求めることは、特に社会的弱者の患者を病院から追い出すことと同じことになる。
疑問
なぜ、このように医療に効率化をもとめるようになったのか？
　　効率化＝費用削減　最大限医者を働かせる（一人で二人分働かせる）
ＩＬＯ基準を満たせない日本（医療に限ったことではなく残業当たり前＝世界の非常識）
医療費亡国論（医師会からリーダーシップを取り戻したかった厚生省の反撃）
大蔵省と厚生省間の争い（予算を握ることは天下り先の確保には重要）
結局国民の病気は「国」にとってお荷物でしかない。
ところが医療が金のなる木となれば話は別。国民のために金は出したくない。でも医療費は高くしないともうけが出ない。→　混合診療で保険の支払いは少なくして、自己負担を増やせば儲けられるではないか。でも医者にもうけさせるのはとんでもない。企業が病院を経営して最大限の利益を上げるような仕組みを作ればいい。→公的機関が赤字を出して病院経営をしていては民間病院にもうけがこない→医療に企業が参入できない
また、医療の仕組みに医者を入れると国民に医療にかかりやすい費用の安くあがる制度を作ってしまうからまずい。儲けることのできる仲間で制度を作ってしまえばいいじゃないか。
ロックフェラー家と仲のいい総理大臣、財務大臣を抱え込んで制度を作ってしまえ。
→　規制改革会議（医療を議論するのに医者は一人も入っていない）
２）そもそも日本の医療はそんなに効率が悪いのか？
医療側から見た場合、日本の医療は抜群に効率がよかった。
利益を上げるためには、いろいろな制約があり、うまみのない構造になっている。
（病院で利益は配当することができない　→企業にとっては利益を上げて株主に配当するのが使命（古い企業の概念）→配当できなければ配当できるようにすればいい
（企業の社会的責任という概念は日本では未成熟：典型的には会社は株主のものという概念。先進国ではすでに過去の概念になりつつある）
企業として医療から利益を上げるにはどうしたらよいのか？
米国の商務省対日要求は、米国企業が儲けるために日本がどうあるべきか、の一方的対日要求　→　ほとんどが実現してきている。郵政民営化も対日要求リスト入っていた。
（対日要求は日本の国民のための要求ではないですよね？どう思います？）
規制があるなら規制をはずせばいい（医療は制約が多い）自分たちも参入させろ。
官から民への大合唱　（企業に儲けさせろということ）
郵政はすでに国民の貯蓄をむしり取る仕組みができ、最後に残された金のなる木が医療。
（国民の蓄えた財産1400兆円の1000兆円はすでに消えてしまった・・・らしい。）
儲けるためには医療費のパイが小さくなってはうまみがない。
従って改革規制会議の人たちも、医療費を減らせとは言っていない。むしろ増えてもいい、と言っている。（パイが大きくなればビジネスチャンスがため）
減らせといっているのは国の負担、社会保険の企業負担分。
簡単に言えば、自分たちの負担は減らして（社会的責任を果たすつもりはない）
増えていいのは「自己責任​（病気になった責任はあなたにある）」で患者負担。
国民を欺くためのキャンペーンが必要。それにはスケープゴートが必要
曰く、医療費が高騰しているのは医者（開業医）が儲けすぎている
→　医者、医師会は格好の標的（叩けば叩くほど国民は喜ぶ。新聞も週刊誌も売れる）
　　（医者をほめても誰も喜ばない）
（医療費支出の構成割合）人件費が半分
国として医療をどのようにみているのか
→　医療は国にとって負担なのでお金を出したくない、医療費を切り詰めればもっとほかに（利権の発生するところに？）お金を回せる
一般会計８０兆円　医療費３３兆円　→　国民は日本の国が使っているお金は３３／８０
一般財源の４１％も医療に使っている、と勘違いしている。
国が出しているお金は３３兆円のうちたったの８兆円。後は国民が払う保険料、窓口負担、企業の事業主負担、地方（税金）でまかなわれている。この国の負担８兆円一般会計の１０％分をさらに削りたいだけ。
医療費の効率化、医療費の適正化は医療費削減と同義語
太平洋戦争で敗退と言わず転進と言い換えただけの表現。惑わされてはいけない。
医療費削減は即病院の収益悪化→人員整理→過重労働・安全性の低下（意欲の低下）
医療費削減して安全性を担保しろというのは合理的ではない（相当に無理な話→どこに無理がかかるのか？→現場のスタッフ→逃散へつながる→病院廃院へ）
本当の医療荒廃は人心の荒廃（一度モラルが低下すれば容易に回復しない：イギリスで実証済み、今日本の医療現場でもどこまで絞れば医療機関と医療スタッフが耐えられるか、限界探しのチキンレース・サバイバルゲーム中）
医師が「もう耐えられない」と悲鳴を上げ始めているが、政治家・マスコミの多くは冷笑するのみ。国民も病院がなくなるまであまり気にしない（病気でない人にとって病院の出来事は他人事、病院がなくなろうが気にしない）。むしろもっと医療費を安く（窓口負担のことを指していることが多いが保険料も指している場合もある）という声の方が大きい。
小さい政府が景気をよくする（レーガノミクス、サッチャー政権、小泉政権）
→　市場経済原理主義の崩壊
社会保障の意味をもう一度考えた方がいいのではないか。
→　皆で困った人を支え合う（当然国は憲法２５条でそれを保障しなければならない）
　　国は保障したくない　憲法２５条が邪魔　→　憲法改正
なんで自分で稼いだ金を人のために使わなければならないのか？（資本主義でも特に新自由主義にこの意識の人が多い）
新自由主義に賛成していた人たちは、自分たちは勝ち組と思っていた。ところが、今会社そのものがなくなり、会社はあってもリストラされ困窮した生活を余儀なくさせられている状況も出現。まさか自分が負け組になるとは思っていなかった。・・・・　その「まさか」の時を支えるのが「自己責任で弱者への配慮は必要ない」と考えていた社会保障そのもの。
ほんの少しの勝ち組と、大勢の負け組を作るのが新自由主義だったことに、ようやく人々が気がつき始めた。そして勝ち組の企業は利益を内部留保、株主配当に充当して決してその利益を社会に還元しない。大企業が利益を上げればいずれ国民にお金が回り国民が豊かになる、という戦略そのものが『大嘘』だった、ということ。また赤字の企業が7割というのはどういうことか？現在のサブプライムローン問題が起こる前から企業の納税意識は低いのではないか？大企業を有利にするために企業の活動の足を引っ張るという理由で壊してきた社会保障制度は、国民にとってそれでよかったのか？
でも選挙でその政策に賛成し選択したのは「国民」自身だった！
今ある社会は皆さんの選択の結果でもあるのです。
採算を度外視して、必要な医療を民間病院は提供してくれるのか。
税金を投入して、赤字になるのが当然の部門も公的機関が支えなければ、誰がそれをするのか？→　公的病院が赤字で何が悪い！それは地域で困った人を皆で支え合おうという地域の意思表示なのではないか？
国民は国に何をするのか、は大切であるが
国は国民に何をするのかもすごく大切ではないだろうか？
国民の税金は役人のお金ではない。医療の透明化を言っている人たちは、国民のためになる自らの情報透明化をしているのだろうか？医療の効率化を言っている人たちは、国民のためになる自らの効率化を実践しているのだろうか？　無駄と非効率、そして自己の権益保護が医療よりも多く残っているのではないのか？国民もそろそろ税金の集め方、使われ方に興味を持ってもいいのではないでしょうか。
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